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第１号議案 

 

   平成２９年度草加八潮消防組合一般会計予算 

 

 平成２９年度草加八潮消防組合一般会計予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，６７４，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすことが

できる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表地方

債」による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、２０

０，０００千円と定める。 

 

   平成２９年３月３０日提出 

 

                    草加八潮消防組合管理者 田 中 和 明 



第　１　表 歳 入 歳 出 予 算

歳　入 （単位：千円）
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款 項 金　　額

1 分担金及び負担金 3,462,084

1 負担金 3,462,084

2 使用料及び手数料 4,122

1 使用料 684

2 手数料 3,438

3 国庫支出金 7,581

1 国庫補助金 7,581

4 財産収入 4,746

1 財産運用収入 4,746

5 寄附金 1

1 寄附金 1

6 繰越金 2

1 繰越金 2

7 諸収入 4,164

1 預金利子 1

2 受託事業収入 2,556

3 雑入 1,607

8 組合債 191,300

1 組合債 191,300

歳　　　入　　　合　　　計 3,674,000



歳　出 （単位：千円）
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款 項 金　　額

1 議会費 2,503

1 議会費 2,503

2 総務費 37,086

1 総務管理費 36,816

2 監査委員費 270

3 消防費 3,629,051

1 常備消防費 3,514,951

2 非常備消防費 114,100

4 公債費 360

1 公債費 360

5 予備費 5,000

1 予備費 5,000

歳　　　出　　　合　　　計 3,674,000



第　２　表

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

千円

証書借入 ５％以内 政府資金については、その

又は ただし、利率見直し方式で 融資条件により、銀行その

証券発行 借り入れる資金について、 他の場合には、その債権者

利率の見直しを行った後に と協定するものによる。た

草加市消防団車両 おいては、当該見直し後の だし、組合財政の都合によ

整備事業  利率 り据置期間及び償還期間を

短縮し、若しくは繰上償還

又は低利に借換えすること

八潮市消防団車両  ができる。

整備事業

八潮市消防水利

整備事業

10,700

地　方　債

消防車両整備事業 156,400

7,500

16,700
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１　総　括
歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

(歳　入) （単位：千円）
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款 本年度予算額 前年度予算額 比較

1 分担金及び負担金 3,462,084 3,259,189 202,895

2 使用料及び手数料 4,122 5,016 △894

3 国庫支出金 7,581 51,770 △44,189

4 財産収入 4,746 3,771 975

5 寄附金 1 1 0

6 繰越金 2 3 △1

7 諸収入 4,164 3,750 414

8 組合債 191,300 143,500 47,800

歳　入　合　計 3,674,000 3,467,000 207,000















































































1　特別職

（単位 ： 千円）

期末手当

報酬 給料 年間支給率 計

（人） （月分）

2 95 95 95

12 519 519 519

その他の 467 27,634 9,804 37,438 37,438

特別職

481 28,248 9,804 38,052 38,052

2 95 95 95

12 519 519 519

その他の 467 27,634 9,804 37,438 37,438

特別職

481 28,248 9,804 38,052 38,052

0 0 0 0

0 0 0 0

その他の 0 0 0 0 0

特別職

0 0 0 0 0

給　与　費　明　細　書

前年度

長等

議員

計

給与費

比較

長等

議員

計

備考合計共済費職員数 その他
の手当

区分

長等

議員

本年度

計

その他の手当は、
非常勤消防団員に
対する手当です。

その他の手当は、
非常勤消防団員に
対する手当です。
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2　一般職

(1)　総括

（単位 ： 千円）

報酬 給料 職員手当 計

（人）

( 1 )

331 1,188,333 949,117 2,137,450 428,009 2,565,459

( 2 )

329 1,175,480 915,305 2,090,785 400,342 2,491,127

2 12,853 33,812 46,665 27,667 74,332

（　）内は、再任用短時間職員で外書き

（単位 ： 千円）

48,449 74,207 39,148 23,441 16,185 108,746

43,808 73,158 39,183 19,511 21,665 93,844

職員手当 4,641 1,049 △35 3,930 △5,480 14,902

の内訳

管理職員

特別勤務手当

12,376 100,148 35,524 295,827 193,319 1,747

12,476 106,898 34,894 289,700 178,102 2,066

△100 △6,750 630 6,127 15,217 △319

前年度

比較

合計

本年度

給与費

区分 職員数 共済費

区分 特殊勤務手当 時間外勤務手当通勤手当住居手当地域手当扶養手当

休日勤務手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当

本年度

前年度

比較

本年度

前年度

比較

区分 夜間勤務手当
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(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

（単位 ： 千円）

区分 増減額

 給与改定に伴う  給与の改定率 0.18%

 増減分

 昇給に伴う

 増減分  平均昇給率 1.92%

 その他の  職員の変動に

 増減分  係る増減分

 その他の調整に

 係る増減分

 制度改正に伴う  改定の内容

 増減分  配偶者に係る

 扶養手当の見直し

 扶養手当　　（月額）

  （配偶者）

  13,000円　→　10,000円

  （子）

  6,500円　→　8,000円

 改定の内容

 支給率の引上げ

 勤勉手当　　（年間）

  （再任用以外）

  1.6月分　→　1.7月分

  （再任用）

  0.75月分　→　0.8月分

 その他の  職員の変動に

 増減分  係る増減分

 その他の調整に

 係る増減分

給料 12,853

職員手当 33,812 11,730

△9,994

増減事由別内訳 説明 備考

3,561

19,286

（改定実施時期　平成28年4月1日）

△17,250

7,256

 扶養手当の改定 594

 勤勉手当の改定 11,136

22,082

18,693

3,389

（改定実施時期　平成28年12月1日）

（改定実施時期　平成29年4月1日）
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(3)　給料及び職員手当の状況

ア　職員一人当たりの給与

平均給料月額 (円)

平均給与月額 (円)

平均年齢 (歳)

平均給料月額 (円)

平均給与月額 (円)

平均年齢 (歳)

イ　初任給 (単位 ： 円)

一般行政職 公安職

高校卒 146,100 168,400

大学卒 178,200 206,900

164,900

194,400

区分

平成29年1月1日現在

平成28年1月1日現在

消防職

300,838

428,661

37

-

-

-

区分 消防職
国の制度
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ウ　級別職員数

級
職員数
(人)

構成比
(％)

( - ) ( - )

1級 88 26.8

( - ) ( - )

2級 68 20.7

( 2 ) ( 100 )

3級 55 16.8

( - ) ( - )

4級 55 16.8

( - ) ( - )

5級 39 11.9

( - ) ( - )

6級 16 4.9

( - ) ( - )

7級 5 1.5

( - ) ( - )

8級 2 0.6

( 2 ) ( - )

計 328 100.0

( - ) ( - )

1級 - -

( - ) ( - )

2級 - -

( - ) ( - )

3級 - -

( - ) ( - )

4級 - -

( - ) ( - )

5級 - -

( - ) ( - )

6級 - -

( - ) ( - )

7級 - -

( - ) ( - )

8級 - -

( - ) ( - )

計 - -

（　）内は、再任用短時間職員で外書き

（級別の標準的な職務内容）

区分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級

消防職 主事 主事 主任
係長
主査

副課長
副分署長
主幹

課長
分署長
副参事

次長
消防署長

消防長
理事

平成28年1月1日現在

消防職
区分

平成29年1月1日現在
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エ　昇給

(A) (人) 331

(B) (人) 329

(人) 42

(人) 287

(人)

(人)

(％) 99.4

(A) (人) 329

(B) (人) 325

(人) 32

(人) 293

(人)

(人)

(％) 98.8

オ　期末手当・勤勉手当

支給率計

6月(月分) (月分)

2.075 4.300

(1.050) (2.250)

2.025 4.200

(1.025) (2.200)

2.075 4.300

(1.050) (2.250)

（  ）内は、再任用職員で外書き

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区分
20年勤続の者

(月分)
30年勤続の者

(月分)
その他の

加算措置等
備考

支給率等 25.55625 49.59000
定年前早期

退職特例措置
(2%～45%加算)

国の制度
(支給率等)

25.55625 49.59000
定年前早期

退職特例措置
(2%～45%加算)

合計

国の制度

区分

前年度

職員数

昇給に係る職員数

号給数別内訳

区分

本年度

職員数

号給数別内訳

比率(B)/(A)

2号給

4号給

6号給

8号給

昇給に係る職員数

比率(B)/(A)

2号給

4号給

6号給

8号給

本年度

前年度

支給期別支給率

12月(月分)

2.225

(1.200)

2.175

(1.175)

2.225

(1.200)

備考

有

有

有

級等による加算措置

32

代表的な職種

消防職

331

329

42

287

99.4

329

325

293

98.8

職制上の段階、職務の

25年勤続の者
(月分)

34.58250

34.58250

最高限度
(月分)

49.59000

49.59000
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キ　地域手当

(％)

(人)

(％)

ク　特殊勤務手当

(％)

(％)

ケ　その他の手当

区分

扶養手当

住居手当

⑴

⑵

通勤手当 同じ

夜間災害出動手当
緊急消防援助隊出動手当

夜間特殊業務手当

代表的な
特殊勤務手当の名称

支給対象地域 草加市、八潮市

6

331

6

月額23,000円以下の家賃を支払っている職員は家賃の月額から12,000円を控除した
額が4,000円に満たない場合月額4,000円（国は家賃月額12,000以下支給なし）
持ち家者は月額4,000円。ただし、同一の住居に2人以上の職員（夫婦、親子、兄弟姉
妹等）が共同して居住している場合において、主たる生計者のみ月額4,000円（国は持
ち家に対して支給なし）

差異の内容

支給率等

支給対象職員数

国の指定基準
に基づく支給率

区分
職種

消防職

同じ

一部異なる

1.2%給料総額に対する比率

支給対象職員の比率

国の制度との異同

81.1%
(平成29年1月1日現在）
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（単位：千円）

前年度末 当該年度末

現 在 高 当該年度中 当該年度中 現　在　高

見 込 額 起債見込額 元金償還見込額 見　込　額

１ 普通債 0 138,800 191,300 0 330,100

 （１）消防 0 138,800 191,300 0 330,100

合 計 138,800 191,300 0 330,100

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

区 分

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末
及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

前々年度末
現　在　高
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